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不動産貸付けの事業的規模

Q:私は、賃貸マンションを所有し貸し付

けています。ところで、所得税の不動産所得

の計算については、貸付けの規模により取扱

いが異なるそうですが、本当でしょうか。

ヱヘ：必要経費等の取扱いに差が生じます。

【解説】

不動産所得においては、その不動産の貸付

けが不動産貸付業としての事業的規模で行っ
ているといえるかどうかにより、必要経費等

の取扱いに次のような差異が生じます。

(1)事業的規模の場合には、事業専従者控除や

青色事業専従者給与が認められますが、事

業的規模といえない場合は認められません。

(2)事業的規模でなければ青色申告特別控除の

うち、35万円の特別控除の適用を受けら

れません。

なお、建物の貸付けが事業として行われて

いるかどうかは、社会通念上事業と称するに

至る程度の規模で行われているかどうかによ

り判定することになりますが、外形基準とし

て次の事実のいずれか一に該当する場合（ま

たは 、 賃貸料収入の状況、貸付資産の管理状

況等からみて、これらに準ずる事情があると

認められる場合）には、特に反証がない限り、

事業として行われているものとして取り扱う

ことになっています。

(1)貸間、アパート等については、貸与するこ

とができる独立した室数がおおむね10以

上あること

(2)独立家屋の貸付けについては、おおむね5

棟以上であること
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